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要約 

本研究は、湖北省の農村小規模小学校 A 校の「90 後教員 2」（1990 年代に生まれた教

員）の事例分析を通じて，若手教員による教育改善への参加の実態と課題を分析した。

農村小規模学校の振興により、現地政府は、積極的に県内の農村地域小規模学校に、大

学卒かつ地元の学校で意欲の高い若手教員を採用していることが分かった。また、小規

模学校の教育改善のため、採用された若手教員が、自らの専門知識およびネットワーク

を活かし学校内外の関係者と「教育共同体」を構築し、学習環境づくり、カリキュラム

開発、教員研修、保護者およびコミュニティとの関係づくりなど、様々な学校の教育改

善に関する取り組みを進めていることも確認できた。その一方で、教員不足による教員

過労、教員の専門知識および研修機会の不足、教員生活環境づくりの不備といった課題

が、農村地域における小規模学校の持続可能な発展および質の向上における障壁となっ

ていることが明らかになった。 

キーワード:農村小規模学校、教育改善、若手教員、教育共同体、中国 

 

はじめに 

本稿は、中国の「農村小規模小学校」における教育改善への取組みに着目し、湖北省

の農村小規模小学校 A 校の「90 後教員」（1990 年代に生まれた教員）の「教育共同体」

構築についての分析を通じて、若手教員の教育改善の取組みの実態ならびに課題を明ら

かにすることを目的とする。 

 

1. 研究背景と課題 

2000 年以降、急速な都市化および農村部から都市部への出稼ぎ労働者人口の増加のも

と、中国農村地域において学齢児童の数が減少傾向にあった。また、2001 年の「効率優

先」の資源配分改革において、中国農村地域における義務教育段階の学校は、計画的に

廃校や合併といった「撤点併校」を行い、2012 年までに農村地域の小学校数は、2001

年の 4 割まで減少した（王・張 2015）。図 1 は、中国農村地域における完全小学校と不

完全小学校の数が 1997 年以降減少していることを示している。これにより、中国農村地

域における義務教育の「一村一校制」時代が終焉した。このため、多くの農村地域の学
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齢児童は実家から遠く離れた「中心学校」に通うことになり、交通や宿泊などの費用は

農村家庭の大きな経済負担となった。さらに、多くの学生が集まった「中心学校」では、

教員および教室不足のため、一クラスの定員が超過となり、教育の質に悪影響を及ぼし

たといわれた。こういった流れの中、2012 年、中央政府は「撤点併校」政策を見直す必

要があると判断し、小規模学校の「撤点併校」を中止した（国務院 2012）。その後、農

村教育の振興および質の高い義務教育の提供のため、インフラ整備のみならず農村義務

教育の無償化の促進、学生昼食補助政策の推進、若手教員養成、さらに、教員の指導力

および学校管理者の運営能力強化などの政策が打ち出された。中でも「若手教員採用促

進」は、近年多くの地域に導入された農村地域小規模学校発展戦略の一つである（国務

院 2015・2018）。農村地域小規模学校において、教員の高齢化、教員の低学歴および教

員の研修不足などの課題が存在している。そのため、2012 年から中央政府および地方政

府は積極的に若手教員の採用および育成の促進に取り組んでいる。近年、各農村地域小

規模学校の若手教員数が増えていることが広く報道されているにもかかわらず、実際に

農村地域小規模学校に採用された若手教員がどのように教育改善活動に参加し、どのよ

うな課題に直面しているのかまだ十分に検討されていない。本研究は、中国山間地域小

規模小学校における若手教員採用の実態およびこれらの教員による教育改善の取組みお

よび課題を明らかにするものである。 

 

図１ 中国農村地域における小学校数（1997 年－2017 年） 

 

出典：『中国教育事業発展公報』（1997-2017）参照。筆者作成。 
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2．「農村小規模学校」における教育改善の実態―湖北省の事例から 

これまで筆者は中国湖北省鄖西県六郎郷で小規模小学校 A 校において調査を実施し、

現地関係者と信頼関係を築くことができた。このような経緯から、本調査も同地域で実

施することとする。また、この地域を選んだもう一つの理由は、この地域の小規模小学

校の再建と若手教員採用および育成の取組みが広く報道されたことである。湖北省鄖西

県六郎郷は中国中央政府により認定された「貧困地域」である。2000 年以後、この地域

から都市部への出稼ぎ労働者人口が増加し、同地域の小学校に通う学齢児童数も減少傾

向にあった。本研究が実施された A 村では、2018 年 10 月までに村人口 1327 人のうち、

420 人が出稼ぎ労働者として地域外に働きにいった。学齢児童人口は、1996 年の約

6000 人から 2018 年の約 2000 人まで減少した。これにより、小学校数も 1996 年の 34

校から 2019 年の 9 校まで減った。また、教員数の減少と同時に、教員の高齢化傾向も見

えた。2013 年、A 校には 5 名の教員がいた。その内、最年少の教員は 54 歳であった 3。 

2012 年から、中央政府および地方政府による積極的な若手教員採用および育成促進をき

っかけに、この地域も小規模小学校の再編や若手教員採用に取り組み始めた。鄖西県教

育局によると、2012 年から 2019 年までに県内教員採用試験で雇用された若手教員は

1559 人である。そのうち、942 人が初等教育学校教員となった。積極的な若手教員の雇

用促進のために、鄖西県は、地域の公立学校の校舎や教員用の宿舎などの施設を再建し、

へき地小規模学校の教員に対する生活補助金制度も設けた（韓 2019）。 

A 校は 1972 年に設立され、就学前教育から小学校 4 年までを含める不完全小学校であ

る。2019 年の秋学期生徒数は 55 名 4 である。政府の基準により、34 名の生徒が「貧困

学生」と認定されている 5。また、A 村には多くの労働者は出稼ぎにでており村にいない。

そのため、約 7 割の生徒は両親と暮らさず、祖父母と暮らしている。校長を含む教員数

は 6 名である。表 1 は、2013 年から 2019 年までの、A 校の所属教員リストである。59

歳の最年長の教員を除き、20 代の若手教員 9 名が A 校に所属した（2018 年までに、20

代若手教員 3 名が県内学校に既に異動）。 

本研究では、2012 年から若手教員採用及び教育改善を積極的に推進してきた中国湖北

省鄖西県六郎郷（貧困山間地域）で、2018 年 5 月 2 日－9 日と 2019 年 12 月 9 日－16

日に実施した 2 回のインタビュー調査の一部を分析に用いる。鄖西県教育局と六郎郷中

心学校を通じてインタビューを依頼し、承諾を得た。同地域の教育行政の関係者 2 名に

下記の A(1-2)について半構造化インタビューを実施した。また、小規模小学校 A 校の教

員 10 名（その内校長兼任 2 名）に下記の B(1-4)について半構造化インタビューを実施し

た 6。インタビューはそれぞれ約 40 分行い、必要に応じて 30 分延長した。インタビュー

では、IC レコーダーを使用し、録音したものを文字起こしした。 
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表１ 小規模学校 A 校 教員構成 
 

年齢 性別 教歴 学歴 出身地 担当 専攻 

T1 28 男 5 年 大卒 県内 元校長・数学・異動 国語 

T2 27 女 4 年 大卒 県外 
美術、科学、広報・宣伝担

当・異動 
国語 

T3 28 男 1 年 大卒 県内 
科学、武術、安全管理担

当・現校長 
商学 

T4 28 女 4 年 大卒 県内 国語・道徳・会計 国語 

T5 24 女 1 年 大卒 県内 
数学・ダンス・教務担当・

異動 
建築 

T6 24 女 1 年 大卒 県内 
国語・英語・音楽・科学・

道徳教育担当・食堂 
英語 

T7 59 男 41 年 高卒 県内 数学・総務・食堂・退職  

T8 24 女 1 年 大卒 県内 数学・国語・会計 法学 

T9 24 女 2 年 大卒 県内 数学・国語・教務担当 経営 

T10 24 女 1 年 大卒 県外 数学・宣伝担当 国語 

出典：2018 年 5 月 2 日－9 日と 2019 年 12 月 9 日－16 日 2 回行った現地調査による。 

 

A. 教育行政関係者 

1. 若手教員採用によって、学校教育また教育改善にどのような影響が生じたか？ 

2. 若手教員育成の課題 

B. 小規模小学校教員 

1. 若手教員育成について、どのような取組みがあるか？ 

2. 若手教員育成の課題 

3. 今現在、どのような教育改善に関する取組みがあるか、また、どのようにこれらの

取組みに関わっているか？ 

4. これらの取組みの実施によって、学校教育はどのように改善されたか？またどのよ

うな課題があるか？ 

 

3．分析枠組み 

佐藤学が示した「学びの共同体」の構想は、教育における協同的学び（collaborative 

learning）、職員室における教師の学びの共同体（professional learning community）

と同僚性（collegiality）の構築、そして、保護者や市民が改革に参加する学習参加の三

つの活動システムがある（佐藤 2012）。佐藤（2012）は「学びの共同体の学校は、子供

たちが学びあう学校であり、教師たちも教育の専門家として学び育ち合う学校であり、
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さらに保護者や市民も学校の改革に協力し参加して学び育ち合う学校である。」と指摘し

た。本稿は、関係者とのインタビューを通じて、教師間の学び合いによる同僚性の構築

と、学校とコミュニティとの連携構築に焦点をおき、若手教員の教育改善の取組みへの

参加実態およびその課題を明らかにする。 

 

4．「教育共同体」の構築実態 

インタビュー調査により、以下のことが明らかになった。 

（1）学び合いによる同僚性の構築 

 ① 同僚間の信頼関係の構築 

年長教員が若手教員を十分に尊敬し、年齢関係なく教員同士が自由で気軽に話し合う

ことが同僚の信頼関係の構築に重要である。年長教員は年齢に関係なく、学校のことに

ついていつも皆で話し合って決める。実家を離れ農村小規模学校に来た若手教員に対し、

地元出身の年長教員は、自家製の野菜や肉などをあげたり、休みの日に若手教員を自分

の家に招待したり、自分の子供のように大事に接している。 

②「師弟体制」の取組み 

農村小規模学校における若手教員採用によって、表 1 で示したように、A 校には 20 代

の若手教員 9 名が入り、教員の平均年齢が低くなった。一方、多くの若手教員は、授業

を担当した経験が少なく、教材の理解力、生徒指導力、さらに学級経営能力も十分では

なかった。若手教員の育成のため、若手教員と多くの経験を積み重ねた年長教員との間

に「師弟関係」を作り、日々の教育活動の指導交流や意見交換を通じて、適切な指導や

助言を行い、若手教員を育成している。 

③チームとしての授業研究 

授業研究を通じて、若手教員育成を行っている。A 校では定期的に若手教員が公開授

業を行う。教員全員が授業を観察した後、皆で授業協議会を行う。地域で開催される若

手教員の教える力を競い合うコンテストの前にも、休憩や休みの時間を利用し、参加者

全員で授業案づくりなどを助け合う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
授業協議会 

 

授業研究 
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④共同教材開発 

小規模学校の教員数が少ないため、美術や音楽などの科目を開講することが難しい。

表 1 で示したように A 校の若手教員は、美術や音楽などの専門知識を持たず、専門的な

訓練も受けたことがなかった。そこで、農村小規模学校での特色教育の開発のため、教

員同士が話し合い、貧困地域の学生の自立および節約精神の育成を目的に、折紙をテー

マとして取り上げた。教員同士は、授業準備の過程で、インターネットで折紙の作り方

などを学び合い、カリキュラムなどを開発している。また、校舎の裏にある農地を開拓

し、農業教育や科学教育に活用した。生徒と教員一緒に野菜を栽培し、収穫された野菜

は、給食の改善にも役に立った。 

⑤チームとしての学校運営 

教育活動のみならず、学校運営においても、教員同士が役割を分担し経験を共有しな

がら、行っている。表 1 の A 校の教員は、授業担当の他、それぞれの学校運営も担当し

ている。一人一人の教員が学校運営全般を把握できるように、教員は、定期的に順番に

学校運営の役割を担当している。 

 

（2）学校とコミュニティとの連携の構築 

①保護者との連携 

教員と保護者との信頼関係の構築のために、年に 2 回学校で「保護者会議」を開き、

教育施設の見学や学校食堂での試食の他、山間地域での暮らしの安全の重要性や学校行

事スケジュールの紹介などを実施する。また、保護者の教育意識の強化のために、先進

的な教育の考え方について、保護者と教員が学び合う機会も設ける。さらに、教員たち

は週末の家庭訪問を通じて、学生の家庭状況などを把握すると同時に、保護者とのコミ

ュニケーションを促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校食堂での試食 

 
保護者会議 
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②出稼ぎ保護者と子供の架け橋 

若手教員は、「WeChat（中国のメッセージアプリ）」を通じて、都市部に出稼ぎ中の

保護者たちに学校の日常生活や教育活動など、生徒たちの元気な様子を常に発信してい

る。そのため、出稼ぎ中の保護者たちと学校や教員との間に信頼関係を築くことができ

る。また、「WeChat」などの通信手段を通じて、出稼ぎ中の保護者と「留守番生徒」の

コミュニケーションを促進している。 

③社会団体との連携 

若手教員は、「WeChat」やインターネットを活用し、県内外の社会団体に A 校を宣伝

し、様々な支援を集め、多様な教育活動を実施している。農村小規模小学校では、財政

や教育資源が限られており、教育活動や教員育成などに十分に行き渡っていない。若手

教員自ら「WeChat」やインターネットを通じて学校の教育取組みや現状を発信するこ

とで、様々な社会団体から図書やエアコンなどの寄付を受けた。その結果、多様な教育

プログラムや教員研修などの活動が実施できるようになった。現在、A 校の学生は、1 年

生からオンラインで、アメリカ人講師による英語の授業を受けている。 

 

（3）教育改善における壁 

関係者とのインタビューによると、若手教員は、次のような課題に直面している。農

村小規模学校の教育改善に取り組む教員の不足による過労、専門知識および研修機会の

不足、そして、教員の生活環境づくりの不備、などである。教員人数が少ないため、1 名

の教員は複数の科目と複数学年を担当する必要がある。また、学校運営や下宿生活など

についても責任を負っている。さらに、教員不足のため、外部の研究活動に参加する余

裕もなく、一人の教員がいなくなると、他の教員に多くの負担がかかってしまう。全教

科の教育訓練を受けたことがない若手教員にとって、複数科目の担当には限界がある。

特定の科目に必要な専門知識を身に着けるために、自習や研究が必要になる。また、保

護者と離れて住む生徒たちの心のケアにも十分な知識とスキルがないため、生徒たちへ

の心理指導などの業務に自信がない若手教員が多くいる。全ての若手教員は、今学校内

の仕事環境や生活環境が悪くないと述べた。しかし、通勤道路の状況や医療設備の不備

のため、育児や生活の質の面を考えると、長く続けられないのが現実である。これらの

問題を解決することが、小規模学校の持続可能な発展および質の改善に繋がる。 

 

5．結論 

小規模小学校において、教育改善のため、若手教員が、自らの専門知識およびネット

ワークを活かし、学校内外の関係者と「教育共同体」のような関係を構築していること

が分かった。さらに、学習環境づくり、カリキュラム開発、教員研修、保護者およびコ

ミュニティとの関係づくりなど、様々な形で学校の教育改善に取り組んでいることが確



先端教育研究実践センター年報 第 20 号 
 

－20－ 

認できた。その一方で、教員不足による教員過労、教員の専門知識および研修機会の不

足、教員の生活環境づくりの不備といった課題が、農村地域における小規模学校の持続

可能な発展および質の向上における障壁となっていることが明らかになった。 

 

6．課題 

本研究では、一つの事例として A 校における若手教員の教育改善への取組みと課題を

中心に、教員および教育行政関係者とのインタビュー調査を実施した。今後、同地域の

複数の小規模学校も調査対象としてみていく必要がある。また、保護者、生徒およびコ

ミュニティ関係者との聞き取り調査を通じて、様々な教育改善に関する同僚性の構築お

よび学校とコミュニティとの連携構築に関する力関係を明らかにしていきたい。 

 

 

注 

1 中国教育省の定義によると、小規模小学校とは学生人数が 100 人以下の義務教育段階

の公立小学校である。小規模小学校は、①少なくとも 1 学年 1 学級で 6 学年の生徒数 100
人以下で構成される完全小学校、②4 学年制もしくは 3 学年制の生徒数 100 人以下で構

成される不完全小学校、そして、③4 学年制もしくは 3 学年制の生徒数 30 人以下で構成

される「教学点」に分けられる。 

2「90 後教員」とは 1990 年代に生まれた教員といわれる。 

3 2019 年 12 月 13 日、湖北省鄖西県六郎郷中心学校校長との聞き取り調査による。 

4 生徒数 55 名の内訳は、就学前教育段階児童 12 名、1 年生 10 名、2 年生 12 名、3 年生

9 名および 4 年生 12 名である。 

5 現地県政府の基準によると、一人当たりの 1 年間の純収入が 2,736 元（約 42,300 円）

以下になる場合、「貧困世帯」と認定される。このような家庭出身の生徒は「貧困学生」

と認定される。 

6 本稿は、2018 年 5 月 2 日－9 日と 2019 年 12 月 9 日－16 日の 2 度実施した現地イン

タビュー調査の結果に基づき分析したものである。「T」は教員を示す。T1, T2, T5, T7
の教員とのインタビューは、2018 年 5 月 2 日－9 日に行った。T8, T9 及び T10 の教員

とのインタビューは、2019 年 12 月 9 日－16 日に行った。T3, T4 および T6 の教員との

インタビューは、2018 年 5 月 2 日－9 日と 2019 年 12 月 9 日－16 日の 2 度行った。 
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